
世界の気温上昇を1.5℃に抑え、気候変動による危機的な事態を

回避するには、温室効果ガス排出量を急激に減らし、2035年には

60％削減、2050年までにネットゼロを達成する必要があります。

一方でその為には再生可能エネルギーの導入が欠かせませんが、

環境への影響等、地域とのトラブルが懸念されています。その解

決には地域の主体的な関わりや、まちづくりにおける再エネ導入

の検討、地域住民との信頼性の確保が重要となります。今回は地

域と共生し受容される再エネの導入について、専門家・国・自治

体・事業者のそれぞれのお立場と経験からお話を伺い、考える機

会としたいと思います。

2023年

10月3 日 (火)

13:30~15:40
〔オンライン開催〕

［主催］一般社団法人 北海道再生可能エネルギー振興機構・NPO法人 北海道グリーンファンド

・和田口 達也 氏 (環境省大臣官房地域政策課 課長補佐）

・中村 将大 氏 (高知県地球温暖化防止活動推進センター)

・木原 浩貴 氏 (たんたんエナジー株式会社 代表取締役）

情報提供・話題提供

「地域と共生する
再生可能エネルギー導入のポイント」

山下 紀明 氏

特定非営利活動法人 環境エネルギー政策研究所 主任研究員（理事）／
名古屋大学大学院環境学研究科博士課程（知の共創プログラム特別コース）

基調講演

2005年3月京都大学大学院地球環境学舎環境
マネジメント専攻修士課程終了（地球環境学修
士）。同年4月から環境エネルギー政策研究所で
自治体のエネルギー政策策定や地域エネルギー
事業の立上げ支援を行う。武蔵野大学や京都大
学などで非常勤講師も務める｡
（近著）山下紀明・丸山康司（2022）,「太陽光
発電の地域トラブルと自治体の対応」丸山康
司・西城戸誠編,『どうすればエネルギー転換は
うまくいくのか』第1章, 新泉社
山下紀明（2023）「地域エネルギー事業を通じ
た脱炭素化」小端拓郎編著『都市の脱炭素化の
実践』第4章, 大河出版

やました   のりあき

再生可能エネルギーセミナー第４回

再エネと地域共生

 ～まちづくりと考える脱炭素への道～

事前のお申込みが必要です。
詳細は裏面をご参照ください。

※プログラム詳細は裏面をご覧ください。

●開催方法：オンライン WEB 会議ツール（Zoomウェビナー）

●事前要申込 ●参加費無料 ●定員：500名



ご参加の方はそれぞれ下記申込URL、又はQRコードよりお申込ください。

北海道再生可能エネルギー振興機構 会員

北海道グリーンファンド 会員
国及び地方公共団体の職員

https://231003.peatix.com/

info@reoh.org TEL : 011-223-2062（平日10-16時土日祝休み）

一般社団法人 北海道再生可能エネルギー振興機構

＊申込フォームをお使い頂けない方は以下メールアドレスに申込をお願いします。
 （氏名、ご所属（自治体・法人名、部署、役職）、メールアドレス、
当機構からのご案内(イベント情報など)ご希望の場合はその旨をお書き下さい）

一般の方

お問い合わせ・申込先

プログラム

《 参加費・申込み方法 》

1,000円

無料 https://onl.tw/cqGMker

「地域と共生する再生可能エネルギー導入のポイント」
山下 紀明 氏 (特定非営利活動法人 環境エネルギー政策研究所 主任研究員)

①「高知県黒潮町～人口１万人のまちからみえた脱炭素計画づくり」

中村 将大 氏  (高知県地球温暖化防止活動推進センター)

②「地域とつながる地域裨益型再エネ事業（仮）」

      木原 浩貴 氏  (たんたんエナジー株式会社 代表取締役）   

進行： 山下 紀明 氏 (特定非営利活動法人 環境エネルギー政策研究所 主任研究員)

パネリスト：和田口 達也 氏 (環境省大臣官房地域政策課課長補佐）                      

中村 将大 氏  (高知県地球温暖化防止活動推進センター) 

                  木原 浩貴 氏  (たんたんエナジー株式会社 代表取締役）

基調講演

パネルディスカッション

情報提供

話題提供

「地域共生型再生可能エネルギーの促進に向けて（仮）」

和田口 達也 氏 (環境省大臣官房地域政策課 課長補佐）

「テーマ：再エネと地域共生」
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